
有田川町過疎地域持続的発展市町村計画 新旧対照表 
 

1 
 

変更箇所 変更後計画 現行計画 

 
備  考 
（変更後計画

のページ） 

 
1.基本的な事項 

（1）有田川町の概況 

イ 有田川町における

過疎の状況 

 

 

 

 

本町における人口の減少は、昭和３５年頃から顕著な現象が見られ始

め、同３５年には、３８，０４９人であった人口が昭和５０年には３１，

３１１人、令和２年には２５，２５８人となり、昭和５０年からの４５年

間における人口の減少率は１９．３％となっている。人口減少の経緯を見

ると、昭和３５年から昭和５０年にかけて急激に減少し、近年において

も、平野部は微増傾向にあるものの、山間部では一貫して減少傾向が続い

ている。 

（略） 

 

本町における人口の減少は、昭和３５年頃から顕著な現象が見られ始

め、同３５年には、３８，０４９人であった人口が昭和５０年には３１，

３１１人、平成２７年には２６，３６１人となり、昭和５０年からの４０

年間における人口の減少率は１５．８％となっている。人口減少の経緯を

見ると、昭和３５年から昭和５０年にかけて急激に減少し、近年において

も、平野部は微増傾向にあるものの、山間部では依然減少傾向が続いてい

る。 
（略） 

 

P1～P2 

（２）人口及び産業の推

移と動向 

ア 人口 

本町の昭和３５年の人口は３８，０４９人であったのに対し、昭和５０

年には３１，３１１人、令和２年には２５，２５８人と昭和５０年からの

４５年間で６，０５３人減少し、減少比率は１９．３％となっている。ま

た、年齢別階層でみると１４歳以下の若年層が昭和５０年に６，６４４人

であったのに対し、令和２年には３，２７３人と３，３７１人減少し、減

少比率は５０．１％と激減している。年齢１５歳から６４歳は昭和５０年

の人口が２０，３１０人であったのに対し、令和２年には１３，６２１人

と６，６８９人減少し、減少比率が３２．９％となっている。   

このように６５歳以下の人口が減少しているのに対し、６５歳以上の高

齢者人口は昭和５０年に４，３５７人であったのに対し、令和２年には

８，３２５人と３，９６８人増加し、増加比率が９１．１％となってい

る。また、高齢者の人口構成比率をみると昭和５０年には１３.９％であっ

たのに対し、令和２年には３３．０％と急激に増加している。 

人口減少の動きは昭和３５年から昭和５０年の１５年間をピ－クに鈍化

の傾向を示しているが、一貫して減少傾向にある。また、若年層が減少

し、高齢者層が増加する少子・高齢化の傾向が顕著である。 

（略） 

 

本町の昭和３５年の人口は３８，０４９人であったのに対し、昭和５０

年には３１，３１１人、平成２７年には２６，３６１人と昭和５０年から

の４０年間で４，９５０人減少し、減少比率は１５．８％となっている。

また、年齢別階層でみると１４歳以下の若年層が昭和５０年に６，６４４

人であったのに対し、平成２７年には３，３８７人と３，２５７人減少し、

減少比率は４９％と激減している。年齢１５歳から６４歳は昭和５０年の

人口が２０，３１０人であったのに対し、平成２７年には１４，５４６人

と５，７６４人減少し、減少比率が２８．４％となっている。   
このように６５歳以下の人口が減少しているのに対し、６５歳以上の高

齢者人口は昭和５０年に４，３５７人であったのに対し、平成２７年には

８，３７０人と４，０１３人増加し、増加比率が９２．１％となっている。

また、高齢者の人口構成比率をみると昭和５０年には１３.９％であった

のに対し、平成２７年には３１．８％と急激に増加している。 
人口減少の動きは昭和３５年から昭和５０年の１５年間をピ－クに鈍

化の傾向を示しているが、依然として減少傾向にある。また、若年層が減

少し、高齢者層が増加する少子・高齢化の傾向が顕著である。 
（略） 

 

P3 
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 P4 

イ 産業の推移と動向 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本町における産業の推移を産業別就業人口の動向からみると、就業人口

の総数は昭和５０年から令和２年の４５年間で１，９３３人減少し、減少

比率が１２．６％となっているが、山間部における就業人口は、若年層人

口の減少とともに急激に減少している。 

産業別就業人口比率をみると、第一次産業の就業人口比率は、昭和５０

年の４６．７％から令和２年の２５．６％と大きく減少しているが（略） 

 

第二次産業の就業人口比率は、昭和５０年の２１．７％から令和２年の

１９．９％とほぼ横ばいとなっている。（略） 

 

第三次産業の就業人口比率は、昭和５０年の３１．５％から令和２年の

５４．５％と増加傾向にある。（略） 

本町における産業の推移を産業別就業人口の動向からみると、就業人口

の総数は昭和５０年から平成２７年の４０年間で１，５１７人減少し、減

少比率が９．９％となっているが、山間部における就業人口は、若年層人

口の減少とともに急激に減少している。 
産業別就業人口比率をみると、第一次産業の就業人口比率は、昭和５０

年の４６．７％から平成２７年の２７．１％と大きく減少しているが、（略） 
 
第二次産業の就業人口比率は、昭和５０年の２１．７％から平成２７年

の２０．２％とほぼ横ばいとなっている。（略） 
 
第三次産業の就業人口比率は、昭和５０年の３１．５％から平成２７年

の５２．７％と増加傾向にある。 

P5 
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（３）市町村行財政の状

況 

ア 行政の状況 

 

（略） 

議員の定員数は１４人で、執行機関は町長部局では、吉備庁舎および金

屋庁舎に１５課、清水行政局に４室４出張所、庁舎外の事務所として１

課、また、教育部局で２課、６保育所、消防部局で１消防本部２消防署お

よび議会事務局をあわせて職員３３３人をもって構成している。（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
 議員の定員数は１６人で、執行機関は町長部局では、吉備庁舎および金

屋庁舎に１５課、清水行政局に４室４出張所、庁舎外の事務所として２課、

また、教育部局で２課、６保育所、消防部局で１消防本部２消防署および

議会事務局をあわせて職員３５６人をもって構成している。（略） 
 
 

P6 
 
 
 
 
 
 
P7 

※吉備庁舎３階

※吉備庁舎１階

※金屋庁舎１階

※吉備庁舎２階

※吉備上水場（垣倉11）

※金屋庁舎１階

※吉備庁舎４階

※庄1042

※金屋庁舎２階

※清水322-1

有田川町行政組織図 令和7年4月1日

吉　備　庁　舎 金　屋　庁　舎 清 水 行 政 局

町　長

副町長

総務政策部 清水行政局長

総　務　課 総務政策室

総　務　班 庶務･議会･防災･統計・選管 総務政策班 （総務政策部）

人事秘書班 人事給与･秘書･褒賞･行政改革

財　務　課

財　政　班 財政･基金

管財検査班 管財･検査

企画調整課

企画調整班 企画調整･交通･情報政策・広報

ふるさと応援班 ふるさと納税

住民税務部（会計管理者）

住　民　課 住民福祉室

住　民　班 戸籍･総合窓口 住民福祉班 （住民税務部）

保険年金班 国保･年金･後期 （福祉保健部）

税　務　課

町民税班 町民税･国保税

固定資産税班 固定資産税、地籍調査

収納徴収班 収納徴収

会　計　課

会　計　班 歳入歳出予算の収支

福祉保健部（金屋庁舎施設長）

やすらぎ
福 祉 課

福　祉　班 障害者･民生･母子･児童福祉

住　民　班 戸籍･総合窓口

長寿支援課

長寿支援班 介護保険･高齢者福祉

地域包括支援ｾﾝﾀｰ 地域包括支援

健康推進課

健康推進班 健康推進、各種健診

こども家庭センター 福祉総合相談

建設環境部

建　設　課 建設環境室
(建設環境部)

土　木　班 公共土木 建　設　班 （建設課）

農　林　班 農林土木 環　境　班 （環境衛生･上下水道課）

都市整備班 都市計画･管理

環境衛生課

環境衛生班 環境衛生･新エネ

上下水道課

庶　務　班 上下水道庶務

上水道工務班 水道・簡易水道

下水道工務班 下水道

施設管理班 下水道維持管理

産業振興部

産　業　課 産業振興室

産　業　班 農業振興･農業委員会 産業振興班 （産業振興部）

商工観光課
議　長

商工観光班 商工業振興･観光

林　務　課
議会事務局

子育て支援ｾﾝﾀｰ （子育て支援センター）

林務班 林業振興

消防長
教育長

消防本部
教　育　部

社会教育班 社会教育･公民館

消防総務課
こども教育

課
予　防　課

教育総務班 総務･施設管理･学校教育

警　防　課
こども教育班 子育て支援･認定こども園等

（地域交流センターALEC・図書館）
清水消防署

ｽﾎﾟｰﾂ青少年班 スポーツ･青少年育成

文化情報班

通信指令課
各こども園 （各こども園）

社会教育課
吉備金屋
消 防 署
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イ 財政の状況 

 
本町における財政力指数の動向は、令和６年度では０．３５７と微増と

なっているものの、依然として自主財源に乏しく、地方交付税、国県支出

金、地方債に依存している状況である。 

経常収支比率は、８６．８％と高い水準であり、財政構造は硬直化傾向

であるといえる。 

過疎対策事業を中心とし、山積する行政課題の対応を積極的に推進する

ためのソフト・ハード事業を実施し、財政運用に努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町における財政力指数の動向は、令和元年度では０．３４３と県内市

町村平均より低位にあり、自主財源に乏しく、地方交付税、国県補助金、

地方債に依存している状況である。 
経常収支比率は、県内市町村平均より低いが９３．１％となっており財

政運用は極めて弾力性に乏しく、硬直化の傾向にあるといえる。 
過疎対策事業を中心とし、山積する行政課題の対応を積極的に推進する

ため、効率的な投資を旨とした財政運用に努めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

P8 
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ウ 施設整備の状況 

 
本町の施設の整備状況は、過疎対策事業の一環として、保育所、地域交

流センター、図書施設、公民館、スポーツ施設、公園など、文化・福祉の

向上を図るため施設整備を行い、地域住民のコミュニケーションの場とし

て、若者から高齢者まで幅広く利用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本町の施設の整備状況は、過疎対策事業の一環として、保育所、文化セ

ンター、地域交流センター、公民館、スポーツ施設、公園など、文化・福

祉の向上を図るため施設整備を行い、地域住民のコミュニケーションの場

として、若者から高齢者まで幅広く利用されている。 
 
 
 
 

P9 

（５）地域の持続的発展

のための基本目標 

（略）本計画においても、令和８年度において①若年（２０－３９歳）女

性の人口２，４００人を維持すること、（略） 

（略）本計画においても、令和７年度において①若年（２０－３９歳）女

性の人口２，４００人を維持すること、（略） 
P10 

（７）計画期間 計画の期間は、令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５箇

年間とする。 

計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５箇年

間とする。 
 

P10 

（８）公共施設等総合管

理計画との整合 

 

平成２９年３月に策定（令和４年に改訂）した有田川町公共施設等総合

管理計画では、（略） 

 

基本的な考え方 

（１）点検・診断等の実施方針 

日常の点検・保守により、建物の劣化や機能低下を防ぎ、建物をいつま

でも美しく使用するための総合的な管理運営や、点検・保守・整備等の業

務を行います。また、経年による劣化度合、外的負荷（気候天候・使用特

平成２９年３月に策定した有田川町公共施設等総合管理計画では、（略） 
 
 
基本的な考え方 
（１）点検・診断等の実施方針 
日常の点検・保守により、建物の劣化や機能低下を防ぐとともに、建物

を継続的に使用するための総合的な管理運営や、点検・保守・整備等の業

務を行います。また、経年による劣化状況、外的負荷（気候天候、使用特

性等）による機能低下、施設の安全性、耐久性、不具合性等について診断、

P11~P12 
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性等）による機能低下、施設の安全性・耐久性・不具合性等について診断

や評価を行い、各施設の課題・問題点等について把握します。 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

大規模な改修や更新をできるだけ回避するため、施設特性を考慮したう

えで、安全性や経済性を踏まえつつ、早期段階において予防的な修繕を実

施することで、機能の保持・回復を図る予防保全型維持管理の導入を図

り、施設を継続的に利用できるよう推進します。 

 

（３）安全確保の実施方針 

危険性が認められた施設については、診断や評価を行い、その内容に沿

って安全を確保するための改修を実施します（ただし、利用率・効用等を

勘案したうえで総合的に判断し、供用廃止を検討する場合もありま

す。）。また、高度な危険性が認められた施設や、老朽化等により供用廃

止され、今後も利用見込みのない施設においては、統合・廃止及び取り壊

しについて検討します。 

（４）耐震化の実施方針 

町民が安心して暮らすことができるよう、総合的な防災対策を行い、災

害に強いまちづくりを推進します。公共施設等の多くは、災害時の避難所

等に指定されています。また、庁舎は災害対策の指示や被害情報の発信を

行うなど、災害時の活動拠点としても重要です。平常時の利用者の安全確

保だけでなく、災害時の拠点としての機能確保のためにも、計画的な耐震

化に取り組みます。 

（５）長寿命化の実施方針  

点検・診断等の実施により、早期段階において予防的な修繕を実施し、

大規模な改修等が必要とならないよう機能の保持・回復を図ります。ま

た、ライフサイクルコストを削減し、財政負担への抑制と平準化を図りま

す。 

（６）統合や廃止の推進方針 

人口減少に伴い、利用頻度が低くなる施設については、統合・複合化等

も視野に入れ、機能を維持しつつ、施設の整理・最適化を図ります。 

 

 

（７）数値目標 

具体的な数値目標は検討中であり、早急に決定することができるように

努めます。 

人口減少に応じた施設の延床面積の縮小や、トータルコストの削減を行

評価し、各施設の課題・問題点・優先度等について把握します。 
（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 
大規模な改修や更新をできるだけ回避するためには、建物の性能を最適

な状態に維持または向上することが必要です。施設特性を考慮の上、安全

性や経済性を踏まえつつ、早期段階において予防的な修繕を実施すること

で機能の保持、回復を図る予防保全型維持管理の導入を図り、施設を継続

的に運営、利用できるよう推進します。 
（３）安全確保の実施方針 
危険性が認められた施設については、診断、評価し、その内容に沿って

安全確保のため改修を実施します。（ただし、利用率、効用等を勘案し、

総合的な判断により改修せず、供用廃止を検討する場合もあります。）ま

た、点検、診断等により高度な危険性が認められた施設や、老朽化等によ

り供用廃止され今後も利用や効用が見込まれない施設等においては、取り

壊しについて検討します。 
（４）耐震化の実施方針 
町民が安心して暮らすことができるよう、総合的な防災対策を推進し、

災害に強いまちづくりを推進します。多くの公共施設等では、災害時には

避難場所として活用され、庁舎等は応急活動の拠点として重要となってき

ます。平常時の利用者の安全確保だけでなく、防災上重要となる建物の計

画的な耐震化に取り組みます。 
 
（５）長寿命化の実施方針  
点検・診断等の実施により、早期段階において予防的な修繕を実施し、

大規模な改修等が必要とならないよう機能の保持、回復を図ります。また、

施設ごとの特性や重要性を考慮した維持管理を計画的に行い、ライフサイ

クルコストを縮減し財政負担への抑制と平準化を図ります。 
（６）統合や廃止の推進方針 
施設については、人口の減少に伴い利用頻度が少ないものや、今後の利

用を見込めないものもあり、統合・複合化・廃止等も視野に入れ、機能を

維持しつつ施設の整理・最適化を図ります。既存の施設を有効活用や売却

等をすることで、新規の施設を整備することを抑制します。 
（７）総合的かつ計画的な管理を実施するための体制の構築方針 
施設を中長期な視点で整備、運営していくためには、予算措置は不可欠

であり、財政部局及び各関係部署と連携し、また総合計画、財政計画と整

合性を持たせ、経済的・効率的に運営するよう取り組み体制を構築します。

また、全庁的に計画を推進するために、公共施設に関する現状を全職員が
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うために、施設の老朽化度合や利用頻度を継続的に調査します。そのうえ

で、対象施設の洗い出しや統合・廃止等の手法の選定を行うなどし、現状

を把握します。 

把握し、常に効率的、効果的な運営ができるよう必要な取り組みを行い、

職員一人ひとりが意識の向上に努めます。 

２．移住・定住・地域間

交流の促進、人材育成 

（１）現況と問題点 

ア 移住・定住・地域間

交流の促進 

本町では、進学や就職による若者の都市部への流出や、少子高齢化によ

る人口の減少を受け、特に山間地域の担い手不足、地域力の低下が問題と

なっている。地域外からの移住やUターン、地域住民の定住を推し進める

ためにも、農林業の活性化はもちろん、新たな雇用の場の創出などが必要

である。また、保健・医療・福祉の連携を強化し、子どもから高齢者まで

健康に安心して暮らせるまちづくりを進めていくことが重要である。 

 

本町では、進学や就職による若者の都市部への流出や、少子高齢化によ

る人口の減少を受け、特に山間地域の人材不足、地域力の低下が問題とな

っている。地域外からの移住・地域住民の定住を推し進めるためにも、農

林業の活性化はもちろん、新たな雇用の場の創出が必要である。また、保

健・医療・福祉の連携を強化し、子どもから高齢者まで健康に安心して暮

らせるまちづくりを進めていくことが重要である。 

P12 

（２）その対策 

 ア 移住・定住・地域

間交流の促進 

人材不足に悩む企業と移住希望者がマッチングできる機会を創出する。

また、移住希望者のニーズに沿った就農・就業への支援を実施したり、移

住関心層に対し、先輩移住者、地域産業等の魅力を発信したりすること

で、当町の認知度向上を図る。 

人材不足に悩む企業と移住希望者がマッチングできる機会を創出する。

また、移住希望者のニーズに沿った就農・就業への支援を実施したり、移

住関心層に対し、先輩移住者、地域産業等の魅力を発信したりすることで、

当町の認知機会を創出する。 
 

P12 

（３）計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P13 

３．産業の振興 

（１）現況と問題点 

ア 農 業 

 

本町の農業は、耕地面積２，８７０ｈａのうち大半は柑橘類であり、基

幹作物の「温州みかん」を中心として、日本一の生産量を誇るぶどう山

椒、落葉果樹（スモモ・梅・柿・ぶどう等）、花卉・花木（スプレーギク

等）、野菜（シシトウ・トマト等）、水稲が生産されている。 

しかし、樹園地の大部分は、町の中央部を流れる有田川や南北の支流河

川の両岸に階段状に拓かれた園地にあり、省力化が進まず基盤整備が遅れ

ている。 

また、農業を取り巻く環境は、農業就業者が高齢化するなかでの担い手

本町の農業は、耕地面積３，０３０ｈａのうち２，０８６ｈａは柑橘類

であり主要品目の温州みかんを核として、柑橘専作や落葉果樹、山椒、水

稲、野菜、花卉花木など立地条件を活かしての複合経営が展開されている。

また、「食」の安全性への関心の高まりや、味に対する一層のこだわり等、

消費者ニーズが多様化し、質の高い農産物の生産が必要とされるため、栽

培管理による生産技術の向上と選果データや消費情報の分析などを取り

入れた高品質みかんの生産拡大が進められている。   
日本一の生産量を誇るぶどう山椒については、食用の他、酒類や精油等

P13~P14 
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不足とそれに伴う耕作放棄地の増加、更には資材価格の高騰や気候変動等

による自然災害の発生、シカ・イノシシ等による鳥獣被害も深刻化・広域

化するなど多くの課題を抱えている。 

本町農業がこれからも持続していくためには、収益性の高い農業を進め

ていくことが必要であり、そのためには担い手の確保や生産力の強化、販

売促進が重要である。 

 

用途が広がりつつあり、国内外ともに需要が拡大している。 
しかし、樹園地の大半が、町の中央部を流れる有田川や南北の支流河川

の両岸に階段状に拓かれた園地にあり、省力化が進まず基盤整備が遅れて

いる。また、多くの若者は都市部への進学後、農業以外の産業へ就職する

傾向が強く、若年層の農業離れによる高齢化や後継者不足が生じ遊休農地

や耕作放棄地の増加、産地間競争の激化等による生産額の低下、鳥獣被害

の増加が深刻な問題となっている。 
 

イ 林 業 本町の森林面積は２６，９７０ha で、総面積の７７％を占めており、そ

のうち民有林面積は２６，３２９haであり、人工林率は７２％の１９，０

０３haである。 

(略) 

 

 

本町の森林面積は２７，０３７ha で、総面積の７７％を占めており、

そのうち民有林面積は２６，３４２haであり、人工林率は７３％の１９，

２９７haである。 
略) 

P14 

ウ 商工業・地場産業

の振興等 

 

本町は、小規模事業者が多く経営基盤が脆弱な中、大規模小売店の出店

が小規模事業者の経営を圧迫している。また、過疎化、高齢化などの進行

により、山間部においては、日常の買い物が困難な状況になる、いわゆる

「買い物弱者」の発生も懸念されている。 

工業は、経済構造実態調査によると、事業所数は３７ヵ所（Ｈ３０）→

３６ヵ所（Ｒ５）とほぼ横ばいであるものの、製品出荷額は３７，９４４

百万円（Ｈ３０）→４２，４５０百万円（Ｒ５）と増加傾向にある。 

地場産業は、大部分が家内工業であり、町外の材料による第２次産業が

大半を占めている。 

今後は、商工会などと連携を図りながら、地域の特性を付加価値とする

商工業活性化策や販路開拓支援、後継者の育成支援などを通じ、地域のに

ぎわいと活力を生み出すとともに、住民生活の利便性向上に繋げていく必

要がある。 

 

本町の商業は、個人商店が多く経営基盤が脆弱な中、大規模小売店の出

店が町内の商店経営に大きく影響しているのが現状であり、商店街全体の

活気を維持することが困難な状況になっている。また、過疎化、高齢化な

どの進行により、特に山間部においては、いわゆる「買い物弱者」の発生

も懸念されている。 
工業は、工業統計調査によると、事業所数３６ヵ所（Ｈ２２）→３７ヵ

所（Ｈ３０）、製品出荷額２９，８５２百万円（Ｈ２２）→３７，９４４

百万円（Ｈ３０）と増加傾向にある。 
地場産業は、大部分が家内工業であり、町外の材料による第２次産業が

大半を占めている。 
今後は、商工会などと連携を図りながら、地域の特性に応じた商工業活

性化策や後継者の育成支援などを通じ、地域のにぎわいと活力を生み出す

とともに、住民生活の利便性向上に繋げていく必要がある。 

P14 

エ 観 光 

 

（略） 

令和７年８月、有田地域の「有田・下津地域の石積み階段園みかんシス

テム」が世界農業遺産に認定された。（略） 

 

 

 

 

（略） 
令和３年２月、高野・花園・清水地域の「聖地 高野山と有田川上流域を

結ぶ持続的農林業システム」、有田地域の「みかん栽培の礎を築いた有田

みかんシステム」が日本農業遺産に認定された。（略） 
 

P14~P15 
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（２）その対策 

ア 農 業 

 

優良品種への改植により消費者ニーズに合った高品質果実の生産拡大や

個性化商品によるブランドづくりを推進する。また、ICT技術等を活用し

たスマート農業の導入により生産性の向上を図り、省エネ・省力化対策に

取り組むとともに、働きやすい農地づくりや、老朽化が進行している農業

水利施設の高度化・長寿命化対策を行い施設の適切な保全管理を推進す

る。また、地域計画に基づく「農地中間管理機構」による担い手への農地

集積や、就農相談への対応、技術習得や就農初期の経営安定対策などを推

進するとともに、農業法人等の組織経営体の育成・企業参入を推進する。 

中山間地域等直接支払制度をはじめとする日本型直接支払制度などの諸

施策を実施し、農業生産活動の維持や多面的機能（国土保全、水源涵養、

景観形成等）の発揮を推進する。 

シカ・イノシシ等による鳥獣被害も深刻化・広域化しており、捕獲を重

点に防護、人材育成などを総合的に推進するとともに食肉利用も推進す

る。 

また、吉備・金屋地域において「みかん栽培の礎を築いた有田みかんシ

ステム」、清水地域においては「聖地 高野山と有田川上流域を結ぶ持続的

農林業システム」が令和３年２月に日本農業遺産に認定され、更には令和

７年８月には「有田・下津地域の石積み階段園みかんシステム」が世界農

業遺産に認定された。これらのシステムの維持・継承を図りながら、「地

域の宝」を未来へ継承するため、販売促進や誘客のための情報発信など、

地域と一体となった取組を展開し、ブランド力の向上や関係人口の増加等

につなげていく。 

農業振興を図るには、高齢化、過疎化が進む中で若い担い手の確保・育

成と自立経営農家の育成を図ると共に、農作業の効率化、省力化に向けて、

農業委員会・農地中間管理機構等を活用した担い手への農地の利用集積を

進める。   
農業生産基盤の整備、地域の特性を活かした農作物の導入、消費者ニー

ズに合った高品質果実の生産拡大や個性化商品によるブランドづくり、加

工産品の開発、流通・販売戦略等マーケティングの促進による高収益型農

業、都市住民を対象とした観光農業や体験農業の推進を図ると共に、農業

のもつ治山、治水、水質浄化など多様な公益機能を十分認識し、国が実施

する中山間地域等直接支払制度や日本型直接支払制度などの諸施策を実

施し農地の保全を図る。鳥獣被害を減少させるため、被害対策ができる地

域を目指す。 
また、吉備・金屋地域において「みかん栽培の礎を築いた有田みかんシ

ステム」、清水地域においては「聖地 高野山と有田川上流域を結ぶ持続

的農林業システム」が令和３年２月１９日に農業遺産に認定され、両シス

テムの維持・継承を図りながら、認定を活用した観光客誘致や企業連携等

を通じ地域振興に取り組むとともに、近隣の市町村や県、民間事業者とも

連携を図りながら、地域の農産物の需要と新たな販路の拡大を促進すると

ともに、農業を通じた雇用の創出を図る。 
 

P15~P16 

ウ 商業・地場産業の

振興等 

 

商工会等と連携を図りながら、事業者訪問を行うなどニーズ把握に努

め、各種支援策の立案と情報提供を行う。また、新商品の開発や販路開拓

への支援など、事業者と商工会・行政が一体となり商工業の振興を行う。 

活力を失いつつある商店街の復興や「買い物弱者」のための移動販売等

の環境整備のほか、地域の課題解決につながる起業支援にも注力し、他の

市町村や県、民間事業者とも連携しながらにぎわいと活気のある商工業振

興・地域活性化を推進していく。 

 

商工会等と連携を図りながら、事業者への戸別訪問を行うなどニーズ把

握に努め、各種支援策などの立案と情報提供を講じていく。また、地域の

農産物・資源を活用した特産品の開発や販路開拓への支援など、生産者と

商工会・行政が一体となり商工業の振興を推進する。 
活力を失いつつある商店街の復興や「買い物弱者」のための移動販売等

の環境整備のほか、地域の課題解決につながる起業支援にも注力し、他の

市町村や県、民間事業者とも連携を図りながらにぎわいと活気のある商工

業振興・地域活性化を図っていく。 

P16 

エ 観 光 

 

日本農業遺産への認定を契機として、高野山から花園・清水地域をはじ

め周辺地域をも含めた“裏高野”エリアとしての地域ブランディングを進

めている。核となりうるしみず温泉やかなや明恵峡温泉などの施設整備だ

けでなく、弘法大師空海や明恵上人に関する伝承や史跡など、地域の歴史

的・文化的要素も盛り込みながら、地域住民が主体となった観光振興・地

域活性化につながる取組に対して支援していく。 

日本農業遺産への認定を契機として、高野山から花園・清水地域をはじ

め周辺地域をも含めた“裏高野”エリアとしての地域ブランディングを進

めていく。そのためには、その核となりうるしみず温泉やかなや明恵峡温

泉などの施設整備だけでなく、弘法大師空海や明恵上人に関する伝承や史

跡など、地域の歴史的・文化的要素も盛り込みながら、地域住民が主体と

なった観光振興・地域活性に繋げていく必要がある。 

P16～P17 
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オ 新産業の創出、雇

用対策 

地域の主産業である農林業をはじめ、商工業や観光業など、地場産業の

ネットワークづくりを進め、事業者間連携による新事業の創出を促すな

ど、若年層への起業支援も含め、企業活動や地域経済の活性化を図る。 

本町の地域性と相性の良い優良企業や情報通信産業に携わる企業の誘致

を進めるほか、既存施設や遊休施設へサテライトオフィス誘致についても

取り組みを進める。 

また、地方への回帰が注目されるなか、他の市町村や県、民間事業者と

も連携を図り都市部の住民にワーケーションや地場産業の体験ができる機

会を提供し、観光振興に関する施策も織り交ぜながら、関係人口の増加と

それをきっかけとした移住推進に取り組み、ひいては地域の労働力確保に

もつなげていく。 

地域の主産業である農林業をはじめ、商工業や観光業など、地場産業の

ネットワークづくりを進め、事業者間連携による複合的な新事業の誘発を

促すなど、若年層への起業支援も含め、企業活動や地域経済の活性化を図

る。 
本町にふさわしい優良企業や情報通信産業に携わる企業の誘致を進め

るほか、既存施設や遊休施設などへサテライトオフィス誘致などについて

も取り組みを進める。 
また、地方への回帰が注目されているなか、他の市町村や県、民間事業

者とも連携を図りながら、ワーケーションや職業体験ができる環境を整備

するほか、観光振興に関する施策も織り交ぜながら、交流人口の増加と関

係性の深化を図る取り組みを通じた労働力・雇用機会の確保を進めてい

く。 

P17 



有田川町過疎地域持続的発展市町村計画 新旧対照表 
 

11 
 

（３）計画 
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（４）産業振興促進事項 

 

  P19 

４．地域における情報

化 

（３）計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  P21 

５．交通施設の整備、

交通手段の確保 

ア 道 路 

国道・県道 

近畿自動車道紀勢線が大阪まで直結され、湯浅御坊道路及び阪和自動車

道（有田ＩＣ～印南ＩＣ間）の４車線化も完成し、（略） 

近畿自動車道紀勢線が大阪まで直結され、湯浅御坊道路及び阪和自動車

道（有田ＩＣ～印南ＩＣ間）の４車線化が令和３年中に完成する予定であ

り、（略） 

P21 

（２）その対策 

イ 交 通 

 

（略）そのため、現在運行中であるスクールバス、路線バス、コミュニテ

ィバス、公共ライドシェア等の利用者へのニーズ調査や、（略） 

（略）そのため、現在運行中であるスクールバス、路線バス、コミュニテ

ィバス等の利用者へのニーズ調査や、（略） 
P23 

（３）計画 

 

事業計画（令和8年度～12年度） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業計画（令和3年度～7年度） 

（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

P25 
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（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

 

（略） 

 
（４）公共施設等総合管

理計画との整合 

（２）橋りょう 

（中略）「有田川町橋梁長寿命化修繕計画書」に基づき、これまでの対症

療法型管理から予防保全型管理へ移行することで、長寿命化によるコスト

削減を図ります。定期的に点検・対策を行い、橋りょうの適切な管理を維

持・推進します。 

（２）橋りょう 
（中略）「有田川町橋梁長寿命化修繕計画書」に基づき、これまでの対症

療法型管理から予防型管理へ移行することで長寿命化によるコスト削減

を図ります。定期的に点検・維持・対策を行い、橋りょうの適切な管理を

推進します。 

P26 

６．生活環境の整備 

（１）現況と問題点 

ア 水道施設 

 

（略） 

そのため、未設置地区には現有施設の給水区域の変更等による簡易水道施

設、又は飲料水供給施設を早急に整備して良質な飲料水の安定供給を図る

こととするが、特に人口減少が著しい地域においては、簡易水道に代わる

供給体制を検討する必要がある。 

また、既存施設の老朽化が進んでいることから、施設の更新及び耐震化

に取り組む必要がある。 

（略） 
そのため、未設置地区には現有施設の給水区域の変更等による簡易水道施

設、又は飲料水供給施設を早急に設置して良質な飲料水の安定供給を図る

こととするが、特に人口減少が著しい地域においては、簡易水道に代わる

供給体制を検討する必要がある。 
また、整備済み区域においても既存施設の老朽化が進んでいることか

ら、施設の更新及び耐震化に取り組む必要がある。 
 

P26 

イ 下水処理施設 

 

公衆衛生の向上、生活環境の整備はもとより自然環境の保全、公共用水

域の水質保全を図るため、人口が集中する地域では集合処理、山間集落を

含むその他の地域については個別処理と地域の実情に即した下水対策に取

り組んでいる。しかし、水洗化率は令和６年度末において７０.３％と未だ

低く、引き続き水洗化率の向上を目指し汚水処理の推進を行う。 

令和３年度より令和６年度において公共下水道と農業集落排水事業とを

事業統合し、施設の統廃合等効率化を図ったが、今後、既存施設の老朽化

や耐震化等の設備更新に備える必要があり、経営基盤の強化を行う必要が

ある。 

また、当町は分流式下水道を整備しており、農業用水路が雨水排水機能

を担っている。そのため河川水位等の影響を受けやすく、宅地化が進んだ

により浸透域が減少し、浸水被害が顕在化している。特に、近年の気候変

動による豪雨増加傾向を踏まえ、雨水管理総合計画を策定し、当計画に基

づく整備により浸水被害の軽減を目指す。 

現在本町では、公衆衛生の向上を促進するため、生活環境の整備はもと

より自然環境の保全、合わせて公共用水域の水質保全を図るため、人口が

集中する地域では公共下水道事業などの集合処理、山間集落を含むその他

の地域については浄化槽等、地域の実情に即した下水対策に取り組んでい

るところである。しかし、水洗化率は約７５％とまだ低く、引き続き汚水

処理の推進を図る必要がある。 

P26～P27 
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ウ 廃棄物処理施設 

 

（略）近年の生活様式の多様化に対応しつつ一般廃棄物の減量と再生資源

の十分な利用等を通じて、（略） 

（略）近年の生活様式の多様化に伴ってごみの排出量が増大しているた

め、一般廃棄物の減量と再生資源の十分な利用等を通じて、（略） 
P27 

エ 斎場施設 

 

（略）有田聖苑は令和６年度に大規模改修が完了したが、有田川清水斎場

は平成１２年竣工と老朽化が進んでいる。 

（略）有田聖苑は平成２年竣工、有田川清水斎場は平成１２年竣工と老朽

化が進んでいる。 
P27 

オ 消防施設 （略）消防団組織にあっては、団員８５７名２８分団を編成し、（略） （略）消防団組織にあっては、団員９２０名２８分団を編成し、（略） P27 

カ 防災施設・対策 本町においては、今後３０年以内に８０％程度（令和７年１月現在）

（略） 

本町においては、今後３０年以内に７０～８０％程度（令和３年１月１日

現在）（略） 
P27 

キ 防犯対策  設備としては、公共施設・教育施設等に施設管理を主目的としたカメラ

を設置している。 

それに加え、自治会管理の防犯灯が約４，０００基設置されており、そ

の大半がLED化されている。適切な維持管理の継続が今後の課題となる。 

また、年に４回の「子どもを守る日」など地域ぐるみの防犯対策や再犯を

防止するための支援等の継続が必要である。 

公共施設・教育施設等に施設管理を主目的としたカメラを設置してい

る。犯罪抑止、また事件解決の糸口としての効果が期待される街頭への防

犯カメラ設置について、その効果を検証しつつ、設置検討を進める必要が

ある。 
また、自治会管理の防犯灯が約４，０００基設置されており、その大半

がLED化されている。適切な維持管理の継続が今後の課題となる。 

P28 

ク 公営住宅 

 

現在本町では１８１戸の町営住宅を管理運営しており、その中には建築

後５０年以上経過した住宅もあり、（略） 

現在本町では１８３個の町営住宅を管理運営しており、その中には建築

後５０年近く経過する住宅もあり、（略） 
P28 

（２）その対策 

ア 水道施設 

 

水道普及率は９７％を越えているが、未給水地区集落のほとんどが急斜

面や谷間に点在しているために整備が進んでいない。そのため、簡易水道

事業や飲料水供給施設等の整備を進めることにより、普及率の向上に努め

る。また、長期的に安定した経営を継続していくため、投資の合理化を検

討し、既存の重要給水拠点に係る水道施設の優先的な耐震化及び老朽化施

設の更新等を計画的に実施し有収水量の向上を図る。また、給水量に対応

した規模の適正化や配水系統の見直し、施設配置の再構築の検討など運営

の効率化に努め、併せて水道料金改定を視野に、経営の健全化を図る。 

 

水道施設については、積極的に取り組んできたこともあり水道普及率は

９６％を越えているが、残りの未給水地区集落のほとんどが急斜面や谷間

に点在しているために整備が進んでいない。そのため、簡易水道事業や飲

料水供給施設の整備を早急に行うことにより、１００％の普及率の達成に

努める。また、長期的に安定した経営を継続していくため、簡易水道事業

の公営企業法適用化による経営の透明性向上を図ることを視野に入れ、投

資の合理化を検討し、既存の重要給水拠点に係る水道施設の優先的な耐震

化及び老朽化施設の更新等を計画的に実施する必要がある。 

P28 

イ 下水処理施設 

 

水洗化率向上に向け、地域の実情に即した効果的な生活排水対策、町民

への啓発等を図る。 

令和６年度より持続可能な施設運営を主眼としたストックマネジメント計

画に取り組んでおり、同時に取り組んでいるデジタル化支援事業を活用し

て、老朽化等設備更新に備える。 

令和７年度より雨水管理総合計画の策定に向け事業を開始しており、浸水

対策を実施すべき区域を明確化し公表することとしている。当計画を基に

行う整備事業においては、浸水被害の早期解消・軽減のために被害想定を

行い、これまでのハード対策に加え、行政（＝公助）と住民（＝自助・共

今後は水洗化率向上に向け、地域の実情に即した効果的な生活排水対

策、町民への啓発等、尚一層の取り組みを図っていく。 

 

P28～P29 
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助）とが一体となった総合的なソフト対策の強化や推進が重要とされ、効

率的な事業運営が求められている。 

また、定期的に経営を見直すことにより、実状に即した下水道料金に改定

を行い、経営の健全化を図る。 

 

エ 斎場施設 設備の修繕や炉の積み替えなどを随時行ってきたが、適切な検査を行う

ことにより計画的に設備改修を行い効率的な運用に取り組む必要がある。 

設備の修繕や炉の積み替えなどを随時行ってきたが、焼却設備の耐用年数

を迎え施設の更新と建物の大規模改修に取り組む必要がある。 
P29 

オ 消防施設 （略）また、湯浅広川消防組合と共同で運用する消防指令センターを適切

に維持管理し、複雑、多様化する災害に対応していく。 

 

（略）また、１１９番緊急通報の受信や出動車両編成等を行う高機能指令

システムの更新整備を図り、より迅速適切な災害対応に取り組む。 
P29 

カ 防災施設・対策 （略）また、必要な水・食料品を確保するとともに、災害関連死を防ぐた

め、避難生活の長期化を想定した良好な生活環境整備（温かく栄養のある

食事提供体制や清潔かつ快適なトイレ環境、避難所の冷暖房設備など）を

促進する。 

災害に強い町づくりを進めるため、住宅の耐震化や、家具固定、感震ブ

レーカーの設置、倒壊の恐れのある施設の撤去等の様々な支援を推進して

いく。 

災害情報の早期伝達のため、同報系防災行政無線設備の整備をはじめ、

情報伝達手段の多様化として整備している様々な情報伝達手段について周

知を努める。また、情報の迅速な収集のため、衛星回線や携帯電話回線を

利用した通信手段の整備を進める。（略） 

 

（略） 
 
 
 
災害に強い町づくりを進めるため、住宅の耐震化や、家具固定、倒壊の

恐れのある施設の撤去等の様々な支援を推進していく。 
災害情報の早期伝達のため、同報系防災行政無線設備を整備しており、

今後より確実に住民一人一人へ情報配信できる体制の構築に努める。ま

た、情報の迅速な収集のため、避難所や孤立の恐れのある集落に整備して

いる移動系防災行政無線設備のデジタル化、または携帯電話回線を利用し

た通信手段を整備したり、衛星携帯電話の配備をしたりするなど通信手段

の整備を図る。（略） 
 

P29～P30 

キ 防犯対策 引き続き「子どもを守る日」など地域ぐるみの活動を行い、また再犯防

止のための支援等を行っていく。 

（略） 

 

地域の安心安全のため、住民の理解を得た上で、設置効果を検証しなが

ら、防犯上懸念される箇所へ防犯カメラ設置の検討を行う。 
（略） 

P30 
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（３）計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（略） 

 

P30~P31 
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（略） 

 

 

（略） 
 

 

 

 

（４）公共施設等総合管

理計画との整合 

有田川町公共施設等総合管理計画では、水道施設等のインフラ施設につ

いて、次のとおり基本的な方針を定めている。 

（３）上水道（簡易水道含む） 

水道施設・設備の長寿命化を図るために、定期的な点検による状況把握

を行い、水道施設・設備の整備及び適正な維持管理を推進します。老朽化

した管路は布設替えを計画的に行い、災害に強い水道施設を目指します。 

水道施設が普及していない地域では、飲料水供給施設により供給を行っ

ています。そのため、町民の生活環境の改善を図るために早急な整備が必

要となります。 

2022（令和４）年度から2026（令和８）年度においては、有田川浄水場

有田川町公共施設等総合管理計画では、水道施設等のインフラ施設につ

いて、次のとおり基本的な方針を定めている。 
（３）上水道（簡易水道含む） 
水道施設・設備の長寿命化を図るために、定期的な点検による状況把握

を行い、水道設備の整備及び適正な維持管理を推進します。老朽化した管

路は布設替えを計画的に行い、災害に強い水道施設を目指します。 
水道施設が普及していない地域では、谷水や井戸等に依存しています。

住民の生活環境改善を図るために早急な整備が必要となります。 
（４）下水道 
２００３年（平成１５年度）から公共下水道事業に着手し、２００９年

P32 
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兼水道庁舎（仮称）の更新事業を行います。 

（４）下水道 

2003（平成15）年度から公共下水道事業に着手し、2009（平成21）年度

から終末処理場の供用を開始しました。老朽化に至っていないものの、更

新費用は今後40年で増加することが見込まれます。日常の安全性や利便性

の確保のため、地域の実情に応じた施設の整備を計画的に行うとともに、

整備の必要性を検討し、長寿命化を図り、効率的な管理運営を推進しま

す。 

 

また、廃棄物処理施設については、「衛生的な生活環境の確保や、環境

保全等の推進に必要な施設であり、多様化するごみ処理に対応するため、

広域的な連携による処理施設の整備に努めます。」、火葬場については、

その他の公共施設として「必要に応じて整備・統廃合を進めていきま

す。」、さらに消防施設については「（中略）災害時の拠点として重要で

あることを踏まえ、安全性や耐震性を重点的に検討します。」との基本的

な方針を示している。 

本計画においても、以上の方針に基づき、整合性を図りながら生活環境

の維持に必要なインフラの整備を行うものとする。 

 

（平成２１年度）から終末処理場の共用を開始しました。老朽化に至って

ないものの、更新費用は今後４０年以降に増加することが見込まれます。

日常の安全性や利便性確保のため、地域の実情に応じた施設の整備を計画

的に促進するとともに、整備の必要性を検討し、長寿命化を図り、効率的

な管理運営を推進します。 
 
また、廃棄物処理施設については、「衛生的な生活環境の確保や、環境

保全等の推進に必要な施設であり、多様化するごみ処理に対応するため、

広域的な連携による処理施設の整備に努めます。」、火葬場については、

その他の公共施設として「必要に応じて整備・統廃合を進めていきます。」、

さらに消防施設については「消防本部・吉備金屋消防署（２０１３年度整

備）は２０４３年度、清水消防署（１９８７年度整備）は２０１７年度に

大規模改修の更新時期を迎えます。さらに大規模改修の更新時期から３０

年後には建替えの更新時期を迎えることになります。庁舎等は防災時の拠

点となり重要であることを踏まえ、耐震性や安全確保を重点的に検討しま

す。」との基本的な方針を示している。 
本計画においても、以上の方針に基づき、整合性を図りながら生活環境

の維持に必要なインフラの整備を行うものとする。 

７．子育て環境の確

保、高齢者等の保健及

び福祉の向上及び増

進 

（１）現況と問題点 

ア 子育て環境の確保 

本町では、保育に欠ける児童の健全な育成を図るため、町内公立認定こ

ども園６カ所や町外の公立及び私立保育所で保育を実施しており、令和７

年３月末の保育児童数は８１９人となっている。近年では、０～２歳の低

年齢児保育をはじめ、延長保育や一時保育、休日保育、病児・病後児保育

などといった保育に関するニーズが多岐にわたっている。 

子育て支援としては、子育てサロンや通所教室を実施しており、３人以

上の子どもがいる家庭に、保育料や一時保育などの利用料に支援を行い、

地域子育て支援センターにおいては、子育て相談や遊び場の提供、子育て

中の親への情報発信など、積極的に子育て支援の活動をおこなっている。

また、放課後児童健全育成事業（学童保育）への支援の実施、令和６年度

からは新規に訪問型家庭教育支援推進事業への支援の実施を始めており、

地域全体で子育ての環境を築いていくことが求められている。   

さらに近年、児童虐待対応件数が増加傾向にあり、虐待への予防的な対

応から個々の家庭に応じた切れ目ない支援など相談支援体制の強化が求め

られている。 

令和６年４月、従来の「子育て世代包括支援センター」と「家庭支援総

合センター」が有してきた機能を引き続き活かしながら、すべての妊産

本町では、保育に欠ける児童の健全な育成を図るため、町内公立保育所

６カ所や町外の公立及び私立保育所で保育を実施しており、令和３年３月

末の保育児童数は８８１人となっている。近年では、０～２歳の低年齢児

保育をはじめ、延長保育や一時保育、休日保育、病児・病後児保育などと

いった保育に関するニーズが多岐にわたっている。 
子育て支援としては、子育てサロンや通所教室を実施しており、３人以

上の子どもがいる家庭に、保育料や一時保育などの利用料に支援を行い、

地域子育て支援センターにおいては、子育て相談や遊び場の提供、子育て

中の親への情報発信など、積極的に子育て支援の活動をおこなっている。

また、放課後児童健全育成事業（学童保育）への支援も実施するなど、地

域全体で子育ての環境を築いていくことが求められている。   
さらに、近年増加傾向にある児童虐待の防止についても、関係各課や地

域が一体となって取り組んでいくことも大きな課題のひとつであったが、

平成26年5月に関係各課が連携して対応することを目的として、家庭支

援総合センターが設立された。平成27 年度以降は専任の職員を配置し、

児童を中心とした家庭全般への相談窓口となると共に要保護児童対策地

域協議会の事務局も担い、児童虐待の早期発見、各関係機関等と連携し支

P32～P33 
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婦、子育て世帯、子供に対し、母子保健・児童福祉の両機能が一体的に相

談支援を行う機関としてこども家庭センターが設立された。児童虐待等の

対応窓口である要保護児童対策地域協議会の事務局も担い、児童虐待の早

期発見、各関係機関等と連携し支援に努めている。 

援に努めている。また、平成30年度からは総合相談窓口として、ＤＶ、

不登校、ひきこもり、障害、生活困窮、若年就労相談など、様々な状態を

複合的に抱える相談の対応も行っている。 
こうした家庭が抱える問題の解決や支援に対応できる効果的な体制づ

くりや施設の充実が必要となってきている。 
また、安心して子どもを生み、健やかに育てるため健康診査や健康教育、

相談事業の推進など総合的な子育てのための環境を築いていくことが求

められている。 
 

イ 高齢者福祉施策 （略）少子高齢化が一段と進むなか、高齢者施策として第１０次高齢者福

祉計画・第９期介護保険事業計画を策定し、高齢者福祉の増進に取り組ん

でいる。 

また、国の次世代育成支援対策推進法に基づき、次世代育成行動支援計

画を策定、少子高齢化への対応を行っている。 

本町では若者の流出が増加し、令和７年３月３１日現在の住民基本台帳

では６５歳以上の高齢者は吉備地区４，０９９人、金屋地域２，６９９

人、清水地域１，３２９人で地域の総人口に占める割合はそれぞれ２４.

８％、４４．７％、５８．７％、有田川町全域では３２．７％となってお

り、 

（略） 

保健事業について、訪問指導、健康相談などは相当実施されているが、

特定健診や各種ガン検診等の健康診査の受診率はほぼ横ばい状況にあり、

受診率の向上が今後の課題である。 

（略） 

（略）少子高齢化が一段と進む中、高齢者施策として第９次高齢者福祉計

画・第８期介護保険事業計画を策定し、高齢者福祉の増進に取り組んでい

る。 
また、国の次世代育成支援対策推進法に基づき、次世代育成行動支援計

画を策定、少子高齢化への対応を行っている。 
本町では若者の流出が増加し、令和３年３月３１日現在の住民基本台帳

では６５歳以上の高齢者は吉備地区３，９７５人、金屋地域２，８６７人、

清水地域１，５２７人で地域の総人口に占める割合はそれぞれ２４.０％、

４２．４％、５５．２％、有田川町全域では３２．１％となっており、（略） 
 

（略） 

保健事業について、訪問指導、健康相談などは相当実施されているが、

特定健診や各種ガン検診等の健康診査の受診率は横ばい状況にあり、受診

率の向上が今後の課題である。 
（略） 

P33 

ウ 障害者福祉施策 本町における令和６年度末現在の障害者数は、身体障害者手帳所持者

１，０３２人、療育手帳所持者３０２人、精神障害者保健福祉手帳所持者

１９７人で合計１，５３１人となっている。 

 

本町における令和２年度末現在の障害者数は、身体障害者手帳所持者

１，３４８人、療育手帳所持者２８８人、精神障害者保健福祉手帳所持者

２０１人で合計１，８３７人となっている。 

P34 

（２）その対策 

ア 子育て環境の確保 

 

（略） 

また、母子の健康確保や子ども達が健やかに生活できるため、健康診査

や健康教育、妊婦教室など、それぞれの時期に応じて、子育てに対する育

児教室や赤ちゃん相談等、教育・相談事業について積極的な活動に取り組

み、今後さらに、子育てに関する情報提供や相談、母子保健・学校保健等

関係機関と連携強化し切れ目ない支援の体制づくりを行っていく。 

また、支援の必要な妊産婦について産前産後サポート事業や産後ケア事

業によるサポート強化を図っていく。 

（略） 

また、母子の健康確保や子ども達が健やかに生活できるため、健康診査

や健康教育、妊婦教室など、それぞれの時期に応じて、子育てに対する育

児教室や赤ちゃん相談等、教育・相談事業について保健センター等を拠点

に積極的な活動を地域に展開してきたが、妊娠期から子育て期における総

合的な相談窓口として、平成２９年１０月に子育て世代包括支援センター

を設立した。今後さらに、子育てに関する情報提供や相談、母子保健・学

校保健等関係機関と連携強化し切れ目ない支援の体制づくりを行ってい

P34～P35 
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子育てに困難を抱える家庭に対する具体的な支援を拡充していくため

「子育て短期支援事業」「子育て世帯訪問支援事業」「児童育成支援拠点

事業」「親子関係形成支援事業」等を行っていく。 

今後さらに、子育てに関する情報提供や相談支援体制の強化を図るとと

もに、保健・福祉及び教育の連携による子育て支援体制の充実を図る。 

く。 
また、支援の必要な妊産婦について産前産後サポート事業や産後ケア事

業によるサポート強化を図っていく。 
乳幼児の子育て支援から青少年の健全育成まで一貫して行う体制づく

りのため「総合子育て支援センター」の開設により相談支援体制の強化を

図るとともに、保健・福祉及び教育の連携による子育て支援体制の充実を

図る。 
イ 高齢者福祉施策 （略） 

今後さらに高齢社会が進行するなかで、高齢者が安心して生活できるた

めに、医療を充実し、特別養護老人ホームや老人保健施設等の介護保険施

設、訪問入浴、訪問介護やデイサービス、ショートステイ等の在宅介護を

行う介護保険事業所の維持に努め、特に山間部の介護保険事業所の維持を

支援するとともに、介護予防や健康の増進のための健康教室においては、

栄養士による食の栄養管理や調理実習、健康相談については医師による講

演会の開催等の充実を図る。 

（略） 

 

（略） 
今後さらに高齢社会が進行するなかで、高齢者が安心して生活できるた

めに、医療を充実し、特別養護老人ホームや老人保健施設等の介護保険施

設、訪問入浴、訪問介護やデイサービス、ショートステイ等の在宅介護を

行う介護保険事業所の維持に努めるとともに、介護予防や健康の増進のた

めの健康教室においては、栄養士による食の栄養管理や調理実習、健康相

談については医師による講演会の開催等の充実を図る。 
（略） 

P35 

（３）計画 
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（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（略） 
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８．医療の確保 

（２）その対策 

 

本町では交通機関の不便な地区について、保健師や管理栄養士による出

張健康相談や集団健診を行っているものの、集落が広範囲に散在している

ことから不十分であり、今後は、高齢化に対応するまちづくりのために、

町民が安心して医療を受けられるよう、保健・医療・福祉に携わる各関係

機関の連携を強めるとともに施設・体制の整備を行う。また、治療から予

防へ住民の意識改革をはかるよう健診未受診者に対し受診勧奨を行ってい

く。また集団健診や健康相談・健康教室など積極的に取り組む。 

（略） 

 

本町では交通機関の不便な地区について、保健師や医師による出張健康

相談や集団検診等を積極的に行っているものの、集落が広範囲に散在して

いることからまだまだ不十分であり、今後は、高齢化に対応するまちづく

りのために、町民が安心して医療を受けられるよう、保健・医療・福祉に

携わる各関係機関の連携を強めるとともに施設・体制の整備を行う。また、

治療から予防へ住民の意識改革をはかるよう巡回健診や健康教室など積

極的に取り組む。 
（略） 

P38 

（３）計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P38 

９．教育の振興 

（１）現況と問題点 

ア 学校教育の充実 

 

 

本町の小学校は７校で児童数は令和７年５月１日現在１，３０３人、中

学校は４校で６０９人となっており、（略）通学対策としては、対象地区

のスクールバスやスクールタクシーの整備を引き続き行っていく。また、

児童数の減少による休校・廃校舎の利活用も課題である。 

（略） 

 

本町の小学校は８校で児童数は令和３年５月１日現在１，３６２人、中

学校は４校で６３８人となっており、（略）また、児童数の減少による休

校・廃校舎の利活用に加えて、学校統合による通学対策として、スクール

バスやスクールタクシーの整備、拡充が必要となっている。 
（略） 

 

P39 

イ 集会施設、体育施

設等 

 

（略） 

体育施設として整備された金屋テニス公園は、年中を通じて夜間の利用

者が多く、町内外を問わず連日多くのテニス愛好者らに利用されている。

また、明恵の里スポーツ公園をはじめ、各体育施設では老朽化に対応する

ため順次改修を進めるとともに、体育館の空調設備についても段階的に整

備を予定している。 

（略） 

 

（略） 

体育施設として整備された金屋テニス公園は、年中を通じて夜間の利用

者が多く、町内外を問わず連日多くのテニス愛好者らに利用されている。

また、明恵の里スポーツ公園及びその他の体育施設については、老朽化が

進み改修、夜間照明などの整備充実が必要となっている。 
（略） 

 

P39 
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（３）計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

（略） 
 

P41 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P42 

（４）公共施設等総合管

理計画との整合 

 

（略） 

また、町民文化系施設、社会教育系施設についてはそれぞれ、「（中

略）さらなる地域活性化のため、利便性の向上を図り、計画的な整備を推

進します。また、利用頻度が低い施設については、他の施設や機能との統

合・複合化を検討していきます。」、「貴重な文化財を継承し続けるた

め、収蔵施設の整備を図ります。」としている。 

（略） 

（略） 
また、町民文化系施設、社会教育系施設についてはそれぞれ、「（中略）

さらなる地域活性化のため、利便性の向上を図り、計画的な整備を推進し

ます。また、利用頻度が低い施設については、他の施設や機能との集約化

や複合化を検討していきます。」、「貴重な文化財を継承し続けるため、

収蔵施設の整備を図ります。」としている。 
（略） 

 

P42 

１０．集落の整備 

（２）その対策 

 

都市部から地方への移住を考えている人や地域との継続性のある関わり

を望んでいる人など、各々が理想とする暮らしを実現できるよう、それぞ

れのニーズに対し移住就業支援拠点施設を中心に、きめ細かくサポートす

る。 

（略） 

 

都会から田舎への移住を考えている人や週末だけの田舎暮らしを望ん

でいる人等、それぞれのニーズに対しきめ細かくサポートし、各々が理想

とするスローライフを実現できるよう、相談体制の整備を推進する。 
（略） 
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（３）計画 

 

事業計画（令和8年度～12年度） 

（略） 

事業計画（令和3年度～7年度） 

（略） 
P43 

１１．地域文化の振興

等 

（３）計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（略） 
 

P44 

（４）公共施設等総合管

理計画との整合 

 

（略） 

町民文化系施設、社会教育系施設についてはそれぞれ、「（中略）さら

なる地域活性化のため、利便性の向上を図り、計画的な整備を推進しま

す。また、利用頻度が低い施設については、他の施設や機能との統合・複

合化を検討していきます。」、「貴重な文化財を継承し続けるため、収蔵

施設の整備を図ります。」としている。 

（略） 

（略） 
町民文化系施設、社会教育系施設についてはそれぞれ、「（中略）さら

なる地域活性化のため、利便性の向上を図り、計画的な整備を推進します。

また、利用頻度が低い施設については、他の施設や機能との集約化や複合

化を検討していきます。」、「貴重な文化財を継承し続けるため、収蔵施

設の整備を図ります。」としている。 
（略） 

 

P45 

１２．再生可能エネル

ギーの利用の促進 

（３）計 画 

事業計画（令和8年度～12年度） 

（略） 

事業計画（令和3年度～7年度） 

（略） 
P46 

１３．その他地域の持

続的発展に関し必要な

事項 

（３）計 画 

事業計画（令和8年度～12年度） 

（略） 

事業計画（令和3年度～7年度） 

（略） 
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事業計画（令和3 年度

～令和7 年度）過疎地

域持続的発展特別事業

分 
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